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研究成果の概要（和文）：各教員養成系大学及び教育学部では、2006年７月の中央教育審議会答申において提言された
事項を踏まえ、小学校教員養成における開講科目や履修基準を検討している。しかしながら、外国語活動の指導におい
て高度な教育実践力を身につけた教員を養成することには至っていない。本研究は、小学校外国語活動のための「教員
養成スタンダード」の策定を目的とする。担当する教員必要な資質や能力を明確化し、外国語活動を担当できる教員を
養成するための履修基準を提案する。また、長期的な成長モデル（学びの継続性と発展性）を見通した小学校外国語活
動のための「教員養成スタンダード」を提案し、外国語活動を担う教員養成の枠組みを議論する。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to draw up a standard of pre-service training for 
foreign language activity teachers and to suggest quality and ability criteria for teachers who conduct 
these activities. Discussions about how to meet the huge demand to make pre-service training compulsory 
in Japanese universities have been held.
The implementation of foreign language activities, some universities have introduced English major 
courses for elementary school teachers. They have also discussed restructuring their course curriculums 
to meet the Ministry’s expectations; but the reform is only partially complete.
 The study will commence with an overview of the current state of pre-service teacher training in Japan, 
and will then provide examples of curriculums that focus on integrating the skills and knowledge that 
university students need. Finally, it will propose a framework of professional standards for teachers 
conducting foreign language activities.

研究分野： 教員養成、教育課程

キーワード： 外国語活動　教員養成　教職課程　教職実践演習　教育実習
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
学校現場で求められている教員の資質能

力は、教科の指導力のみを指すのではなく、
コミュニケーション能力や思考力、判断力、
問題解決能力などを含めた総合的な力量に
あると言える。この力は、教員養成のあらゆ
る授業科目で培い、確認を行っていく必要が
あるが、既存の授業科目はある程度決まった
指導内容を有し、そこでのカリキュラム編成
には限界がある。また、欧米における教育実
習の期間は半年以上が主流であるが、日本の
教員養成においては 3～4週間が通常であり、
教科や免許によってはそれより少ない期間
もあり得る。しかも、現在の教育実習は「指
導案作成」と「授業づくり」が主たる活動と
なっており、総合的に教育実践力を高める授
業科目にはなっていない。 
 研究代表者および研究分担者は、これまで
の科研研究の中で、小学校外国語活動のため
の履修基準や教職関連科目（初等教科教育
法）の枠組みを提案してきた。その基本的な
考え方は、小学校外国語活動教員を「学級担
任＋外国語活動指導担当教員」（学級担任と
しての総合的な力量を有し、かつ外国語活動
を指導するのに十分な英語力と指導力を有
する教員）という位置づけで、カリキュラム
編成案を発表した。また、2010（平成 22）
年度の入学生から適用される「教職実践演
習」の履修基準を確立するとともに、小学校
外国語活動に関する科目との関り方や外国
語活動のための教員養成カリキュラムの編
成を提案してきた。しかしながら、これらの
カリキュラム編成を具現化するためには、4
年間の教員養成期間では限界があり、教員養
成段階において身につけるべき資質能力の
育成、学生の自主的な学習の創造、さらには
長期的な成長モデルを見通した学習デザイ
ンの作成には 6年制の教員養成が必要となる。 
本研究では、ヨーロッパの言語教育 

(CEFr) や教員養成の枠組み (ECTS) から
の知見とともに、  6 年制の教員養成を実
現している北欧の事例などを参照し、日本の
教員養成システムの確立と、小学校外国語活
動を担当する教員を養成するための 6年制教
育コースを模索する。 
２．研究の目的 
各教員養成系大学及び教育学部では、2006

（平成 18）年 7 月の中央教育審議会答申（「今
後の教員養成・免許制度の在り方について」）
において提言された事項を踏まえ、小学校教
員養成における新規開講科目や履修基準に
ついて検討を重ねている。また、小学校の教
育課程に外国語活動が追加されることに伴
い、小学校教科及び教職科目の履修基準を見
直し、カリキュラム改正を審議している。 
本研究は、小学校外国語活動のための教員養
成 6年制に関する枠組みを構築することを目
的とする。小学校外国語活動教員を「学級担
任＋外国語活動指導担当教員」という位置づ
けで、小学校での授業実践を組み込んだカリ

キュラムを編成し、小学校外国語活動を担当
できる担任教員を養成するための 6年制教育
コースを模索する。 
３．研究の方法 
(1) 外国語活動における教員養成スタンダー
ドの策定 
小学校外国語活動を担当する教員にとっ

て必要な資質や能力を明確化し、外国語活動
を担当できる担任教員を養成するための 6年
制教員養成カリキュラムを体系化する。教員
養成段階において必要な資質能力を確実に
身につけさせる「外国語活動における教員養
成スタンダード」を策定する。 
(2) 外国語活動を補完・発展させる教職実践
演習の開講 
小学校外国語活動を担当する教員の教育

実践力を育成するため、6 年制教員養成にお
ける教職実践演習の具体的なカリキュラム
の位置づけや方法論を提示する。教科及び教
職科目との相互補完関係を強化し、質の高い
確かな教育実践力を形成する「外国語活動の
ための教職実践演習」を開講する。 
(3) 外国語活動実践力を高める教育実習制度
の導入 
小学校外国語活動を担当する教員にとっ

て必要な総合的な力量を培い、教育実践力を
向上させる教育実習制度を導入する。6 年制
教員養成におけるカリキュラムデザインを
確立し、「外国語活動の実践力を高める教育
実習制度（海外教育実習など）」を導入する。 
(4) 外国語活動のための教員養成 6 年制カリ
キュラムの具現化 
教科に対する高い専門性と現場の教育課

題に的確に対応できる実践的指導能力を有
する教員を育成するため、「外国語活動のた
めの教員養成 6 年制カリキュラム」を模索す
る。研究代表者および研究分担者の各大学内
での実施（パイロット）、その後のカリキュ
ラム修正を経て、「6 年制教育コース」を検証
する。 
４．研究成果 
(1) 平成 23 年度 
小学校外国語活動における教員養成スタ

ンダードを策定するため、平成 23 年度はそ
の基礎データを収集した。具体的には、外国
語活動教員を「学級担任＋外国語活動指導担
当教員」と位置づけ、「外国語活動を指導す
るのに必要な英語力や指導力とは何か」を明
らかにし、学級経営・授業運営・児童理解と
いった学級担任として総合的な力量を備え
た教員を養成するためのスタンダードを策
定するための基礎データを収集した。 
ヨーロッパやアジアをはじめこの分野に

おける先進的・特徴的取り組みが見られる
国々を訪問し、それぞれの国の教育事情を教
育庁などに出向いて説明を聞き、それぞれの
国が発行する教員養成及び教育実習に関す
る文献や資料を入手した。現地では小学校段
階での外国語授業を見学し、実際の授業を撮
影した。また、入手した文献や資料（北欧言



語など）を英語ないし日本語に翻訳した。本
研究では、ヨーロッパの言語教育や教員養成
の枠組みからの知見とともに、６年制の教員
養成を実現している北欧の事例を参照する
ため、フィンランドやスウェーデンなどの北
欧諸国の資料を収集し、当該諸国の教育事情
及び教員の資質能力育成の具体的取り組み
を検証した。 
中央教育審議会答申（「今後の教員養成・

免許制度の在り方について」）を踏まえ、各
大 学 で の 取 り 組 み や 専 門 職 基 準
（professional standards）に関する資料を
収集した。外国語活動における教員養成スタ
ンダードを策定するためには、これらの要因
や「新任教師の習得すべき諸能力の基準
（INTASC）」からの知見を考慮し、内外部に
よるインスペクションとアセスメントを前
提としたカリキュラムデザインを模索した。 
平成 23 年度の研究成果は、国内外の学会

（e.g., 第 50 回大学英語教育学会（JACET）
全国大会シンポジウム）や専門誌にて発表す
るとともに、セミナーやパネルディスカッシ
ョンを開催して公表した。 
(2) 平成 24 年度 
小学校外国語活動のための教職実践演習

を開講し、6 年制カリキュラムの位置づけを
デザインした。外国語活動教員を「学級担任
＋外国語活動指導担当教員」と位置づけ、基
礎データを収集するとともに、学級経営・授
業運営・児童理解といった学級担任として総
合的な力量を備えた教員を養成するための
教育実習について検討した。 
「教職実践演習」が求める教員としての資

質に見合う教職能力を育成するためには、小
学校で必修化される外国語活動に関しての
内容は不可欠である。そのため、小学校外国
語活動のための教職実践演習を開講し、3 つ
のブロックから構成される「教職実践演習」
における授業内容を検討した。 

第 1 ブロック: 履修履歴などから自己の資
質能力の分析を行い課題を設定するため
の内容 
第 2 ブロック: 演習やフィールドワークな
どによって自己課題を確認補完するため
の内容 
第 3 ブッロク: 個々の課題の補完と発展の
成果確認と評価 
本科目の企画、立案、実施に当たっては、

常に学校現場や教育委員会との綿密な連携
協力に留意することが必要である。そこで、
専門分野を超えた指導体制や教育委員会及
び各学校との協力体制に基づいた連携を模
索した。共通の「研究会」（千葉大学英語教
育学会など）を基盤とし、附属学校の教員や
他大学の研究者及び教育者の参加を呼び掛
けた。また、学生に対する適切な教職指導及
び教育実習の円滑な実施のための協力体制
を整えた。さらには、関東及び中部地区の小
学校に対して「教員養成及び教育実習に関す
る質問紙」調査を実施した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1. 教職実践演習への協力体制 

 
ヨーロッパやアジアをはじめこの分野に

おける先進的・特徴的取り組みが見られる
国々を訪問し、教員養成及び教育実習に関す
る文献や資料を入手した。また、中央教育審
議会答申（「今後の教員養成・免許制度の在
り方について」）を踏まえ、各大学での「教
職実践演習」の取り組みや教育実習に関する
資料を収集した。 
小学校外国語活動を担当する教員にとっ

て必要な資質や能力を明確化し、外国語活動
を担当できる担任教員を養成するための 6年
制教員養成カリキュラムを体系化するため、
1) 先駆けて英語を教科として導入している
中国、台湾を訪問し、教員養成及び教育実習
に関する文献や資料を入手した。2) 中国、韓
国、台湾からシンポジストを招聘し、東アジ
アにおける小学校外国語教員養成の現状と
課題を議論した。また、今後の日本の小学校
外国語活動に対応するため、教員養成段階に
おいて必要な資質能力を確実に身につけさ
せる「教員養成スタンダード」を提案した。   
上記の研究成果は The 3rd East Asian 
International Conference on Teacher 
Education Research や平成 24 年度日本教育
大学協会研究集会で報告した。 
小学校外国語活動を担当する教員の教育実
践力を育成するため、6 年制教員養成におけ
る教職実践演習の具体的なカリキュラムの
位置づけや方法論を提示した。具体的には 3
つのブロックから構成される「教職実践演
習」における授業内容を構築した。また、教
科及び教職科目との相互補完関係を強化し、
質の高い確かな教育実践力を形成する「外国
語活動のための教職実践演習」を開講するた
め、必修科目である「教職実践演習」が求め
る教員としての資質に関する事項に見合う
教職能力の育成をめざす枠組みを検証した。  
平成 24 年度の研究成果は、国内外の学会

（e.g., 第 51 回大学英語教育学会（JACET）
全国大会シンポジウム）や専門誌にて発表す
るとともに、公開セミナーを開催して公表し
た。 
(3) 平成 25 年度 
小学校外国語活動のための教職実践演習

を開講し、6 年制教員養成における位置づけ
をデザインした。また、実践力を高める長期
教育実習制度を導入するための基礎データ
を収集した。 



外国語活動を担当する教員にとって必要
な総合的な力量を培い、教育実践力を向上さ
せる教育実習を導入するため、6 年制の教員
養成を実現しているヨーロッパを訪問し、教
育実習に関する文献や資料を入手した。また、
インターン制度を確立している台湾を訪問
し、その支援体制や評価規準についての知見
を得るとともに、実践力を高める教育実習に
ついて議論した。さらに、外国語活動のため
の教育実習に関する縦断的調査を実施した。
定期的な記述式質問紙調査、面談調査、ビデ
オ観察などを含めた統合的な調査を実施し
「教育実践力向上のための質的保証」を踏ま
えた教育実習のための基礎的なデータを収
集した。 
平成 25年度の研究成果は第 13回小学校英

語教育学会 (JES) 沖縄大会、第 37 回関東甲
信越英語教育学会 (KATE) 長野研究大会、
第 39 回全国英語教育学会 (JASELE) 北海
道研究大会、平成 25 年度日本教育大学協会
研究集会で報告した。 
(4) 平成 26 年度 
小学校英語教育のためのカリキュラム構

成案を改善及び修正し、小学校外国語活動を
担当する教員養成のための履修基準や教職
関連科目（初等教科教育法）の枠組みを構築
した。このカリキュラム構成案は「教科とし
ての英語教育」を視野に入れ、目的論・教材
論・方法論・評価論などの観点から、小学校
英語教育を担う教員を養成するためのもの
である。外国語活動のための教員養成カリキ
ュラムを具現化するため、開発したカリキュ
ラムの修正と改善、各大学内でのパイロット
実施などを踏まえて、6 年制教育コースを模
索した。本研究で取り組む「小学校外国語活
動実践を組み込んだ教員養成 6年制カリキュ
ラム」は、新たな教員養成と免許制度を見据
えて、現職教員の能力向上や教職大学院にお
ける教育実習の在り方を視野に入れたもの
である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2. 小学校英語教育カリキュラム構成案 

 
今後は、このカリキュラム構成案を改善及び
修正し、小学校外国語活動のための履修基準
や教職関連科目（初等教科教育法など）の枠
組みを構築する必要がある。また、小学校外
国語活動を担当できる担任教員を養成する
ためには、6 年制教員養成におけるカリキュ

ラムデザイン（4＋α, 4＋2）を確立し、特に
5～6 年次における教育実習の在り方（図では
インターンシップの部分）を検証する必要が
ある。 
平成 26 年度の研究成果は The 9th East 

Asia International Symposium on Teacher 
Education や平成 26 年度日本教育大学協会
研究集会で報告するとともに、専門誌に投稿
し た 。 ま た 、 日 本 児 童 英 語 教 育 学 会
（JASTEC）や大学英語教育学会（JACET）
でのシンポジウムなどを通して、教員養成 6
年制カリキュラムを公表し、参加者から「カ
リキュラム改善のフィード」を得た。 
本研究で取り組んだ「小学校外国語活動実

践を組み込んだ教員養成 6 年制カリキュラ
ム」は、新たな教員養成と免許制度を見据え
て、現職教員の能力向上や教職大学院におけ
る教育実習の在り方を視野に入れたもので
ある。教員養成と教員研修の充実を図るため
に弾力性を帯びていなければならない。さら
には、教育委員会や地域社会と連携し、専門
職である教師として総合的な力量を有する
教員を養成するための 6年制カリキュラムを
構築し、今後の教員養成に資する研究として
資するものである。 
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